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第１ 総則 

 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準は、北海道（以下「道」という。）が管理している北海

道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第２条第６号による道営住宅等を、道営住宅の設置

目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務（以下「本業務」という。）を行うため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、北海道公の施設に係る指定管理者の

指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号）（以下「指定手続条例」という）第

２条の規定に基づき指定管理者を選定する場合の選定基準を示すものである。 

 なお、この選定基準は、「道営住宅等の指定管理者公募要項」（以下「公募要項」という。）及

び「道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書」（以下「管理の要求水準書」という。）並び

に「道営住宅等の管理に関する協定書（案）」その他道が本業務に関連して公表する資料及び質問

に対する回答と一体のものとして取り扱う。 

 

第２ 申請の審査方法及び事務処理 

 １ 申請の審査方法 

  申請団体から提出された申請書類について、公募要項に示す申請資格、欠格事項、必須項目及

び管理経費（以下「申請資格等」という。）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適

格団体について提案内容の審査を行う。 

  なお、提案内容の審査に当たっては、内容の確認を行うため申請団体に対してヒアリングを実

施する。 

  実施の日時、場所、内容等については申請団体(代表団体)に別途通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局】 

申請者による申請書類の提出 

申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の内容確認 

（申請資格等確認表を作成し委員会へ報告） 

【委員会】 

申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の審査 

記載事項又は添付書類の不備がある場合 

申請資格を備えていない場合 

欠格事項に該当する場合 

必須項目に適していない場合 
管理経費が超過している場合 

○ 定量的事項の審査 
○ 定性的事項の審査 
     ＋ 
○ 業務実績評価（現指定管理者）の審査 

最優秀候補者と優秀候補者（次点）の２団体を選定 

○ 適格な候補者を選定しがたいと 

認めた場合には採決 

議会の議決を経て指定管理者を指定 

協定の締結 

失  

 

 

格  

不

適

格 
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 ２ 審査等の事務処理 

  （１）事務局は、申請書類が提出された後、速やかに申請資格等の確認を行い、別紙１の「道

営住宅の指定管理者候補者選定申請資格等確認表」（以下「申請資格等確認表」という。）

を作成し申請書類等と併せて選定委員に配付する。 

  （２）事務局は、申請団体からのヒアリングの日程を決定し各委員へ通知する。 

  （３）事務局は、選定委員による審査のためのヒアリングを実施する。 

  （４）選定委員は、ヒアリング実施後速やかに別紙２の「道営住宅の指定管理者候補者選定評

価表」（以下「評価表」という。）を作成し、事務局に提出する。 

  （５）事務局は、各委員から提出された評価表を取りまとめ、選定委員会に報告する。 

  （６）選定委員会は、評価結果に基づき最優秀候補者と優秀候補者（次点）の２団体を候補者

として選定する。 

 

第３ 申請資格等の審査 

 事務局は次の項目について、適否を確認し別紙１の申請資格等確認表を作成し、選定委員会に報

告する。選定委員会は報告の内容に沿って適格審査を行い不適格となった団体は失格とする（議会

へ提案するまでに候補者が申請資格等を満たさなくなった場合も失格とする。）。 

 なお、失格となった申請団体へは理由を付して通知することとし、提案内容の審査を行うことと

なった申請団体へは、ヒアリングの日程等について通知する。 

 １ 申請資格、欠格事項及び必須項目の適格審査 

  申請団体が、公募要項に示す申請資格、欠格事項及び必須項目の要件を満たしていることの審 

査（要件を満たしていない場合は、失格とする。）を行う。 

２ 管理経費の適格審査 

  申請団体の管理経費の提案額は、公募要項に示す令和９年度（2027年度）から 14年度（2032

年度）までの負担金限度額以内とし、超えた場合は失格とする。 

 

第４ 審査項目と配点 

 審査は、以下に示す指定手続条例第４条の選定の基準に基づき、審査項目及び配点を定めて行う。 

 （選定基準） 

  （１）正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が 

施設を利用することについて不当な差別的取扱いをしないものであること。 

  （２）業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。 

  （３）業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。 

  （４）収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。 

  （５）上記（１）～（４）に掲げるもののほか、知事が施設の性質又は目的に応じて定める基 

    準 
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 ○ 審査項目及び配点 

（共通） 

審  査  項  目 配 点 
選定基準 

該当項目 審 査 合 計 点 100点 

 定量的事項  

 

 

○ 管理経費に関する事項 １５点 (4) 

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 ５点 (3) 

 定性的事項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基礎的な業務に関する事項 ２４点  

 

 

 

 

① 関係法令等の習得及び個人情報の保護に関する ６点 (2) 

② 公金の収納管理に関する評価 ６点 (2) 

③ 管理経費の執行に関する評価 ６点 (4) 

④ 使用料の収納に関する評価 ６点 (2) 

○利用者へのサービスに関する事項 ５６点  

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 業務実施の体制等に関する評価 ７点 (3)(4) 

⑥ 緊急時の対応に関する評価 ７点 (2) 

⑦ 公募計画等に関する評価 ７点 (1) 

⑧ 空家対策に関する評価 ７点 (2)(4) 

⑨ 入居管理業務に関する評価 ７点 (2) 

⑩ 施設管理業務に関する評価 ７点 (2) 

⑪ 入居者支援に関する評価 ７点 (2) 

⑫ 業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価 ７点 (2)(3)(4) 
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第５－１ 審査と評価方法 

 次の審査方法により、点数化を行う。 

 １ 定量的事項 

  （１）管理経費に関する事項（配点：１５点） 

     管理経費の定量的事項の点数化は、次に示す計算方法により事務局が行う。 

    【計算方法】 

     申請書中、業務収支計画書の「道からの管理経費」の総額が負担金限度額の範囲内で最

低額の者を１位とし、配点を満度に付与する。他の申請者の得点は、１位の価格（最低価

格）との比率により算出する。（計算は円単位とし、小数点以下第３位四捨五入とする。） 

     得点＝Ａ×（Ｂ÷Ｃ） 

      Ａ：配点（１５点） 

      Ｂ：申請者の中で最も低い額 

      Ｃ：採点対象団体の額 

    【計算例〉 

      Ｘ団体：提案額 ５０，０００千円（申請者の中で最も低い額） 

       １５点×（５０，０００千円/５０，０００千円）＝１５点（得点） 

      Ｙ団体：提案額 ５５，０００千円 

       １５点×（５０，０００千円／５５，０００千円）＝１３．６３点 

 

  （２）道内中小企業等の支援に関する事項（配点：５点） 

     道内の中小企業等の申請意欲を高めるほか受注機会の確保・拡大や地域に根ざしたきめ

細かで迅速サービスの提供の観点から次の要件を満たす申請者に対し、加点します。 

     道内の中小企業者等（連合体は全ての構成団体）であって、申請年度を含む直近３ヶ年

において、申請地区が属する振興局管内にある営業所等で公共賃貸住宅や民間賃貸住宅な

どの集合住宅の管理実績（連合体は構成員のいずれか）があること。 

※道内の中小企業者等：官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和 

41 年法律第 97 号）第２条第１項に掲げる中小企業者又はこれと同規模の団体     

で、道内に本店を有するもの及び北海道市民活動促進条例第６条に掲げ            

る市民活動団体で、道内に主たる事務所を有するもの。 

申請地区が属する振興局管内にある営業所等：営業実態が確認できれば可とし、必ず

しも登記を要しない。 
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 ２ 定性的事項 

  （１）基礎的な業務と利用者へのサービスに関する事項（配点：８０点） 

     定性的事項の審査については、提案内容や実現の具体性、計画の整合性などについて評

価を行う。 

     定性的事項の点数化は、第４の審査項目と配点に示す①から⑫の項目ごとに、次の「評

価基準」により評価を行い、各項目の配点に各区分の乗率を乗じたものを各項目の得点と

する。 

     なお、各項目及び合計の得点は、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで求める。 

○ 評価基準 

区分 評   価 乗 率 説     明 

Ａ 特に優れている １．００ 管理の目標及び水準と比較し特に優れた内容 

Ｂ 優れている ０．７５ 管理の目標及び水準と比較し優れている内容 

Ｃ 普通 ０．５０ 管理の目標及び水準と同程度の実現が可能な提案内容 

Ｄ やや劣っている ０．２５ 管理の目標及び水準と比較しやや劣っている内容 

Ｅ 劣っている ０．００ 管理の目標及び水準と比較し劣った内容 

 

３ 審査項目 

○基礎的な業務に関する事項 

事  項 
審   査   の   基   準 

配点 
申請 

様式 審 査 項 目 審  査  の  視  点 

①関係法令等の

習得及び個人情

報の保護に関す

る評価 

関係法令等の習得

方法に関する評価 

・職員への研修等の方法が明示されており、業務運営に活か

すことが期待できるか。 

６ 

様式

５ 

① 

 

関係法令等の習得

状況に関する評価 

・職員の経歴等により関係法令の習得状況が明示されており、

業務運営に活かすことが期待できるか。 

個人情報保護の実

現方法の評価 

・個人情報の取扱いに係るマニュアル等の整備状況及び体制

（予定）が明示されており、その内容が有効かつ実効性のあ

るものとなっているか。 

②公金の収納管

理に関する評価 

口座の開設や収納

に関する評価 

・口座の開設に関して、公金ごとに予定金融機関や口座の種

類、決済用預金とすることが明示されているか。 

・道への振込みに当たり、入居者から収納した家賃などの使

用料の保管方法などの取扱いが適切なものとなっているか。 

６ 

様式

５ 

② 

 

公金の取扱いに関

する方法の評価 

・家賃など使用料を徴収するため、適切な数の収納員が確保

されているか。 

・家賃など使用料を適正に収納、管理するための処理規程等

の整備状況及び体制の確保（予定）が明示されており、その

内容が有効かつ実効性のあるものとなっているか。 

③管理経費の執

行に関する評価 

管理経費の執行に

関する評価 

・管理経費を適正に執行するための体制が確保されているか。 

・管理経費を他の会計から独立した預金口座とすることや適

正に経理する方法について明示されており、その内容が適切

なものとなっているか。 

・管理経費に係る処理規程等の整備状況（予定）が明示され

ており、その内容が有効かつ実効性のあるものとなっている

か。 

６ 

様式

５ 

③ 

 

④使用料の収納

に関する評価 

家賃の収納に関す

る評価 

・家賃収納を確実に実施させるための体制や方法が明示され

ており、有効かつ実効性のあるものとなっているか。 

・収納率の具体的数値目標が適当か。 

６ 

様式

５ 

④ 

 

駐車場使用料の収

納に関する評価 

・駐車場使用料の収納を確実に実施させるための体制や方法

が明示されており、有効かつ実効性のあるものとなっている

か。 

・収納率の具体的数値目標が適当か。 
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○利用者へのサービスに関する事項 

事  項 
審   査   の   基   準 

配点 
申請 

様式 審 査 項 目 審  査  の  視  点 

⑤業務実施の体

制等に関する評

価 

業務を遂行するた

めの人員や体制に

関する評価 

・業務を遂行するための必要な職員数や体制が確保されてお

り、業務運営に活かすことが期待できるか。 

・必要な専任職員や有資格者の配置が適切か。 

７ 

様式

５ 

⑤ 

適正な執行に関す

る組織体制や機能

に関する評価 

・組織における指揮命令系統が明示されており、有効かつ実

効性のあるものとなっているか。 

・業務の処理過程におけるチェック機能が確保されているか。 

業務の実施時間の

評価 

・緊急時を含めた業務時間が適切に示されているか。 

業務実施における

環境配慮の取組に

関する評価 

・ＩＳＯ１４００１の取得、エコアクション２１の登録、ま

たは独自に策定した環境マネジメントシステムを導入してい

るか。 

ＩＣＴ（情報通信技

術）を活用した利用

者の利便性向上の

ための取組に関す

る評価 

・ホームページを活用した各種申請書類のダウンロードが可

能となっているか。 

・電子メールやＳＮＳを活用した問い合わせが可能となって

いるか。 

⑥緊急時の対応

に関する評価 

 

初動対応の体制に

関する評価 

・夜間や休日など２４時間の対応が可能な体制及び道への連

絡を迅速に行うための伝達方法が確保されており、その内容

が有効かつ実効性のあるものとなっているか。 

７ 

様式

５ 

⑥ 

 

情報の伝達方法に

関する評価 

 

・道や入居者に対する連絡体制や連絡網に関して明示されて

おり、その内容が適切なものとなっているか。 

現地対応と改善措

置に関する評価 

 

・緊急事態が発生した場合の措置方法が具体的に明示されて

おり、有効かつ実効性のあるものとなっているか。 

・災害等の発生時における体制や対応が道が定めるマニュア

ルに沿った内容となっているか。 

⑦公募計画等に

関する評価 

入居者の公募方法

などに関する評価 

・年間の公募計画が明示されており、申込希望者への公募機

会の確保が図られているか。 

・周知方法に関して明示されており、有効かつ実効性のある

ものとなっているか。 

７ 

様式

５ 

⑦ 

入居の手続に関す

る評価 

・申込受付に関する期間や選考方法が明示されており、その

内容が申込者の利便が図られ、サービスの向上を期待できる

ものとなっているか。 

・申込者の窓口対応に関する時間短縮の方法が明示されてお

り、その内容が効率的なものとなっているか。 

・申込者の当落情報の周知方法が明示されており、その方法

が申込者の利便が図られ、サービスの向上を期待できるもの

となっているか。 

・申し込みから入居までの事務処理の方法が明示されており、

その方法が効率的なものとなっているか。 

⑧空家対策に関

する評価 

空家の期間短縮や

縮減、目的外使用の

周知に関する評価 

・空家期間の短縮を図るための方法が明示されており、有効

かつ実効性のあるものとなっているか。 

・道営住宅の目的外使用について、地域の事業者等へ制度等

の周知方法が明示されており、その方法が効率的なものとな

っているか。 

７ 

様式

５ 

⑧ 

⑨入居管理業務

に関する評価 

 

入居者対応の窓口

の設置などに関す

る評価 

・適切な職員の配置が確保されているか。 

・各種申請書類等を常時、配布・受理が可能な窓口となっ 

ているか。 

７ 

様式

５ 

⑨ 

収入申告書の回収

に関する評価 

・回収に関して具体的な方法を示しており、有効かつ実効性

のあるものとなっているか。 

管理情報の処理に

関する評価 

・入居者等情報の処理方法について具体的に示されており、 

その内容が効率的なものとなっているか。 

修繕実施の確実性

に関する評価 

・専門の資格者の配置がなされているか。 

夜間や休日な

どに発生する

緊急的な修繕

のほか、事故

や火災・災害

など緊急時の

報告や復旧、

安全対策の迅

速で的確な対

応に関して評

価する。 

入居者の各種

申請や修繕へ

の適切な対応

に関して評価

する。 

入居者の各種

申請や修繕へ

の適切な対応

に関して評価

する。 
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要求水準の確保に

関する評価 

・施設の維持を行うための体制や方法について具体的に明 

示されており、その内容が有効かつ実効性のあるものとなっ

ているか。 

⑩施設管理業 

務に関する評価 

 

施設の修繕の方法

や時期の適切性に

関する評価 

・修繕の実施方針が具体的に明示されており、施設の適切な

維持管理が図られているか。 

・修繕（法定更新、経常修繕、保守管理等）の実施時期や方

法が具体的に明示されており、その時期や方法が有効かつ実

効性のあるものとなっているか。 

７ 

様式

５ 

⑩ 

適正な発注や地元

企業への受注機会

の確保に関する評

価 

 

 

・業者の選定方法に関して具体的に明示されており、その方

法が適切なものとなっているか。 

・業務の履行確認の方法が具体的に明示されており、その方

法が適切なものとなっているか。 

・施設が所在する地元企業への受注機会の確保がなされて 

いるか。 

修繕実施の確実性

に関する評価 

・専門の資格者の配置がなされているか。 

要求水準の確保に

関する評価 

・施設の維持を行うための体制や方法について具体的に明 

示されており、その内容が有効かつ実効性のあるものとなっ

ているか。 

⑪入居者支援 

に関する評価 

 

 

 

 

 

高齢者世帯、子育て

世帯及び自治会等

に対する支援に 

関する評価 

・取組内容が具体的に示されており、入居者へのサービス向

上が期待できるものとなっているか。 

・実現可能な取組か。 

７ 

様式

５ 

⑪ 

⑫業務実施の 

確実性と安定し

た経営能力に関

する評価 

 

収支計画等に関す

る評価 

・収支計画の内容について、業務実施の確実性や安定性が確

保されているか。 

・コストの縮減に配慮するとともに、修繕費等必要と見込ま

れる経費が適切に計上されているか。 ７ 

様式

５ 

⑫ 財務状況に関する

評価 

・当該団体の定款・寄付行為、規約等に基づき作成された事

業報告書や収支計算書の内容について、健全な財務状況が確

保されているか。 

 

第６ 候補者の審査及び選定方法 

 候補者の審査及び選定方法は「道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領」第５条の規定に

よる。 

 

 ○道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領（抜粋） 

（審査及び選定方法） 

第５条 選定委員会は、公募要項に定める方法によって申請資格等に関する適格審査及び定

量的事項及び定性的事項に係る審査を行い、業務実績評価事項の得点を加えて、最高

得点を付した委員が最も多い団体を最優秀候補者とし、次に多い団体を優秀候補者と

して決定する。 

２ 第１項の委員数が同数の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補

者を選定しがたいと認めた場合は、全ての委員の審査点の総合計点数が最も多い団体

を最優秀候補者として決定する。 

３ 第２項の合計得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候

補者を選定しがたいと認めた場合は、同項の合計得点が最も高い団体のうち、定性的

事項及び業務実績評価事項における全ての委員の審査点の総合計点数が最も高い団体

道が推進する

施策に貢献す

る提案に関し

て評価する。 

施設の修繕方

法や時期、適

正な発注、実

施の確実性、

要求水準の確

保に関して評

価する。 
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を最優秀候補者として決定する。 

４ 前項に規定する手続き等によっても候補者を選定しがたいと認めた場合の選定方法

については、選定委員会において別途決定する。 

５ 候補者選定後、最優秀候補者が議会へ提案する前に候補者選定要件を満たさなくな

った場合は、優秀候補者を最優秀候補者とする。 

※選定委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長 

の決するところによる。（北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関す

る条例第 17条第３項に規定する手続き） 

 

第７ 候補者の選定結果の報告 

  選定委員会は、第６で選定した最優秀候補者及び優秀候補者並びにその他の団体について、選

定委員の意見を付して結果を知事に報告する。 
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別紙１（申請資格等確認表） 

 

道営住宅の指定管理者候補者選定申請資格等確認表（事務局用） 

確  認  項  目 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体 

個人ではなく法人やその他の団体であること。 適・否 適・否 適・否 

申請しようとする地区（圏域又は市町）に事業所又は事

務所を有していること。 

※ただし、圏域で募集する地区について、振興局所在地

が含まれて 

いる場合、当該市町に事業所又は事務所を有すること

も要件とします。 

適・否 適・否 適・否 

道立施設の管理を目的として道から基本財産又は資本

金等に出資又は出捐を受けていないこと。 
適・否 適・否 適・否 

団体の責めに帰すべき理由により指定管理者の指定の

取消しを受けた場合、その取消しの日から４年を経過し

ていること。 

適・否 適・否 適・否 

団体の役員が業務を行うために必要な契約等を締結す

る行為能力を有する者であること。 
適・否 適・否 適・否 

団体の役員が破産手続開始の決定を受けて復権を得て

いない者でないこと。 
適・否 適・否 適・否 

団体の役員が道における指定管理者の指定の手続にお

いて、公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るため

に連合した者でないこと。 

適・否 適・否 適・否 

破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人でない

こと。 
適・否 適・否 適・否 

道の知事及び道議会議員が、団体の取締役、監査役、 

支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にないこと。 
適・否 適・否 適・否 

業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等

に違反したことにより、当該法令等の規定による罰則処

分を現に受けていない団体であること。 

適・否 適・否 適・否 

暴対法第２条第２号の規定に該当しない団体であるこ

と。 
適・否 適・否 適・否 

団体の役員が暴対法第２条第６号の規定に該当しない

者であること。 
適・否 適・否 適・否 

１級建築士（ただし、専任又は兼任の別を問わない。）

及び防火管理者の有資格者を有していること。 
適・否 適・否 適・否 

公租公課に滞納がない団体であること。 適・否 適・否 適・否 

健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行し

ていること。（加入義務がない場合を除く。） 
適・否 適・否 適・否 

管理経費が道の提示する負担金限度額の総額を超えて

いないこと。 
適・否 適・否 適・否 
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別紙２（評価表） 

道営住宅の指定管理者候補者選定評価表（審査員用） 

 

 

審査委員名 

 

 

 

 

 

審  査  項  目 配点等 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体 

定量的事項    

 

 

○ 管理経費に関する事項 A15点    

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 B５点    

定性的事項    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基礎的な業務に関する事項 Ｃ24点    

 

 

 

① 関係法令等の習得及び個人情報の保護に

関する評価 
６点 

   

② 公金の収納管理に関する評価 ６点    

③ 管理経費の執行に関する評価 ６点    

④ 使用料の収納に関する評価 ６点    

○ 利用者へのサービスに関する事項 Ｄ56点    

 ⑤ 業務実施の体制等に関する評価 ７点    

⑥ 緊急時の対応に関する評価 ７点    

⑦ 公募計画等に関する評価 ７点    

⑧ 空家対策に関する評価 ７点    

⑨ 入居管理業務に関する評価 ７点    

⑩ 施設管理業務に関する評価 ７点    

⑪ 入居者支援に関する評価 ７点    

⑫ 業務実施の確実性と安定した経営能力に

関する評価 
７点 

   

定量的事項の得点(A+B)    

定性的事項の得点(Ｃ+Ｄ)    

合計得点(A+B+C+D)    

順     位    

 


